
カレントタックストピックス

１　デンソー事件

税務訴訟は，最近減少傾向にある。その原因
としては，当局が強硬に処分することが減って
いることが原因と考えられる。もっとも，タッ
クスヘイブン対策税制については，比較的更正
処分がされやすく，税務訴訟にもなりやすい。
今回紹介する裁判例は，かかるタックスヘイブ
ン対策税制に関するものである。

タックスヘイブン対策税制の適用除外の要件
としては，「事業基準」，「実体基準」，「管理支
配基準」及び「非関連者・所在地国基準」の４
つがあるところ，デンソー事件は「事業基準」
が問題となっている事案である。なお，デンソ
ー事件は，平成22年税制改正（統括会社につい
ての改正等）前の事案である。

２　事案の概要及び判示

デンソー事件における事案の概要は以下のと
おりである。

株式会社デンソー（以下，「デンソー」という）
は，シンガポールにおける統括会社として，
Denso International Asia Pte., Ltd.という子会
社（以下，「DIAS」という）を有していた。
DIASは，地域の統括業務や調達業務等，様々
な業務を行っていて，事件の当時の従業員数は
35名であった。

DIASは，ASEAN地域に子会社を13社，関
連会社を３社有していて，これらの会社の統括
業務を行い，また配当を受け取ってきた。

問題となったのは，2007年及び2008年の事業
年度であり，DIASにおける租税負担割合がそ
れぞれ22.89％及び12.78％となり，当時のタッ
クスヘイブン対策税制のトリガー税率は25％で
あったため，適用除外の要件を満たさない限り，
DIASの課税対象留保金額が合算課税の対象と
なるという状況であった。
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平成28年10月24日，大手町ファーストスクエアカンファレンス
において，村田守弘氏（元KPMG税理士法人代表社員：公認会計士・
税理士）の司会のもと，第２期第４回CFO協会国際税務部会が開催
された。

今回は，カレントタックストピックスとして，まず，岩品信明氏（TMI
総合法律事務所パートナー：弁護士・税理士）より，デンソー事件（名
古屋高判平成28年２月10日）の判決を中心に報告がなされ，その後，
加本亘氏（ホーガン・ロヴェルズ
法律事務所パートナー：弁護士・
ニューヨーク州弁護士）により，
Ｍ&Ａと税務についての報告がな
された。

TMI総合法律事務所弁護士・�
�ニューヨーク州弁護士

文責：吉岡博之
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デンソー側は，DIASは統括業務という事業
を営んでいるため適用除外の要件を満たすとし
たが，当局は，当該年度におけるDIASの税引
前当期純利益における配当の割合はそれぞれ92
％及び86％であり，DIASの行う事業は子会社
の株式を保有して配当を受けるというものであ
って株式保有業に該当して，適用除外には該当
しないとし，更正処分を行った。

デンソーは当該更正処分を争って，異議申立
てを経て，取消訴訟を提起した。第一審におい
ては，平成22年の税制改正前は，租税特別措置
法において統括業務について特に定めを置いて
いなかったため，特定外国子会社等がどのよう
な事業を主たる事業としているかを探求すれば
よく，それが地域統括事業であるならば，事業
基準を満たすこととなると判断し，DIASの事
業が地域統括事業に該当することを認定した上，
事業基準を満たすとした。

他方，控訴審においては，平成22年の税制改
正後は，統括事業も株式保有業の一部と整理さ
れた上で，事業基準を満たすと位置づけられて
いることを考慮し，平成22年の税制改正前は，
地域統括事業を適用除外とする規定がないため，
適用除外には該当しないとした。控訴審は，統
括業務はデンソー本社が直接海外の事業会社の
株式を保有することでも行えるため，あえて
DIASに株式を保有させたのは，低税率の適用
を受けるというものというほかないとしている。

デンソー事件は，現在上告審に係属中である。

３　ディスカッション

以上の報告を踏まえ，パネリストの間で議論
がなされた。

岩品氏によれば，事業基準の適用に際しては，
日本標準産業分類のどの業務に分類するかが重
要となるが，統括業務はその中に挙げられてい
ないため，裁判所としても新たな業務として認
めるのではなく，株式保有業の中に含めていく
という思考があるのではないかとのことである。

もっとも，平成22年改正で統括業務は適用除外
の要件を満たすこととされたのであるから，そ
の前から満たすという解釈をすべきという意見
もありうるとのことであった。

また，高原宏氏（元武田薬品工業 コーポレ
ートオフィサー経理部長，EY税理士法人 シニ
アアドバイザー）によれば，2008年頃から，経
済産業省の国際税務部会で同様の論点が議論と
なり，産業界としては，統括会社は統括事業と
いう事業実体を有しているため，適用除外に該
当すべきものであり，法令の文言をそのように
改正すべきという主張をし，法令改正に至った
とのことであった。

Ｍ&Ａと税務に関する検討 
事項

続いて，加本氏により，Ｍ&Ａと税務につい
ての報告がなされた。

１　概　要

Ｍ&Ａで税務が問題となる場面は，大きく３
つに分類できる。

すなわち，①Ｍ&Ａ取引によって生じる課税
コストへの対応，②Ｍ&Ａ後に生じる将来の課
税コストへの対応，③Ｍ&Ａ取引以前の対象会
社の課税リスクへの対応という３つである。今
回は，そのうち①及び②を中心に報告がなされ
た。

２　Ｍ&Ａ取引によって生じる課税 
コストへの対応

Ｍ&Ａ取引自体によって，Ｍ&Ａの売主の側
にキャピタルゲインへの課税が生じる場合があ
る。ここで，Ｍ&Ａの売主には対象会社及び対
象会社の株主という２種類が存在するため，以
下ではそれぞれ個別に検討する。
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⑴　対象会社への課税
①　株 式 譲 渡

株式譲渡の場合，対象会社への課税は生じない。
②　合　併

合併の場合，原則として，吸収される会社に
は資産の譲渡損益が生じ，これは課税の対象と
なる。しかしながら，適格合併の要件を満たし
た場合には，例外的に譲渡損益への課税が繰り
延べられることになる。
③　株 式 交 換

株式交換では，株式交換完全子会社の資産負
債の譲渡がなされるわけではなく，その株主が
株式交換完全親会社に変わるだけである。しか
しながら，税制上は，適格株式交換の要件を満
たさない限り，株式交換完全子会社の資産を時
価で評価した上，課税がされることとなっている。
④　会 社 分 割

会社分割では，分割会社の資産負債は会社分
割により移転することになるので，適格税制の
要件を満たさない限り，譲渡損益に課税がなさ
れる。
⑤　事業譲渡・資産譲渡

事業や資産の譲渡の場合には，対象会社の資
産が譲渡されることになるので，その譲渡損益
に課税が生じる。なお，事業や資産の譲渡につ
いては，原則として適格税制の適用はない。

⑵　株主への課税
①　株 式 譲 渡

株式譲渡の場合，もちろん株式を譲渡した株
主には課税される。
②　合　併

合併の場合，消滅会社の株主は，株式譲渡益
及びみなし配当に課税を受けるのが原則である。
もっとも，合併により交付されるのが株式のみ
である場合，株式譲渡益への課税はない。また，
適格合併の要件を満たす場合，みなし配当への
課税はない。

③　株 式 交 換
株式交換の場合，完全子会社となる会社の株

主は，原則として株式譲渡益に課税される。も
っとも，株式交換により交付されるのが株式の
みである場合，株式譲渡益への課税はない。
④　会 社 分 割

会社分割の場合，分割会社の株主には原則と
して課税はない。もっとも，会社分割により分
割承継会社の株式を現物配当するような場合に
は，別である。
⑤　事業譲渡・資産譲渡

事業譲渡・資産譲渡の場合，譲渡会社の株主
には課税はない。

⑶　東京エレクトロンとアプライドマテ
リアルズの統合の事例
以上の分析を踏まえ，Ｍ&Ａの取引により生

じる課税コストへの対応について，東京エレク
トロン株式会社（以下，「東京エレクトロン」
という）とApplied Materials, Inc.（以下，「ア
プライドマテリアルズ」という）による経営統
合の事案を題材として，検討がなされた。
①　前　提

東京エレクトロン及びアプライドマテリアル
ズは，それぞれ日本及び米国における上場会社
であり，多くの株主を抱えている（図表１参照）。
両社は経営統合することを決め，最終的に両社
がオランダの持株会社の100％子会社になるよ
うなスキームが検討された。

【図表１】

東京エレクトロン

（日本）（株主）

アプライドマテリアルズ

（米国）（株主）

②　ステップ１
まず，ステップ１では，日本の東京エレクト

ロンの側でグループ内組織再編が行われるだけ
である。すなわち，東京エレクトロンはオラン
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ダに子会社（以下，「本件オランダ法人」という）
を設立し，当該子会社がさらに日本に子会社（以
下，「本件孫会社」という）を設立するという
だけである（図表２参照）。

【図表２】ステップ１

東京エレクトロン
「孫会社」

「子会社」

（日本）

（オランダ）

（株主）

③　ステップ２
次に，ステップ２でも，東京エレクトロンの

側でのみ組織再編が行われる。具体的には，東
京エレクトロンは本件孫会社との間で，本件孫
会社が東京エレクトロンの完全親会社となる形
で三角株式交換を行い，東京エレクトロンの株
主には，本件孫会社の親会社である本件オラン
ダ法人の株式が交付される。

すなわち，通常の株式交換では完全親会社の
株式が交付されるが，三角株式交換であるため，
完全親会社となる法人の親会社の株式が交付さ
れることになるわけである（図表３参照）。

【図表３】ステップ２

東京エレクトロン

「孫会社」

100％

＊「孫会社」と東京エレクトロン
が株式交換

＊合併対価は「子会社」の株式

（日本）

（オランダ）

（株主）

「子会社」

④　ステップ３
最後に，ステップ３として，米国のアプライ

ドマテリアルズについても，本件オランダ法人
の子会社となるよう，取引を行う（図表４参照）。

【図表４】ステップ３

＊オランダの持株会社が米国に
おいても三角合併を実行

（日本）100％ 100％（米国）

（旧東京エレクトロン株主／旧アプライドマテリアルズ株主）

東京エレクトロン

「孫会社」 アプライド
マテリアルズ

「子会社」

⑤　税務コストへの対応
以上のようなスキームを実行する上で問題と

なる税務コストとしては，ステップ２の株式交
換において東京エレクトロンの資産の含み益へ
の課税及び東京エレクトロンの株主への課税が
考えられる。

まず，東京エレクトロンの株主への課税であ
るが，株式交換では，すでに述べたとおり，株
式以外の財産が交付されなければ，完全子会社
の株主に対して課税は生じないので，課税は回
避できる。この点，当初は株式交換ではなく，
合併を用いる予定であったところ，合併では，
株式以外の財産が交付されなくても，非適格合
併となった場合，株主にみなし配当への課税が
生じてしまう。東京エレクトロンとしては，そ
のリスクを回避するために，合併ではなく株式
交換に変更した可能性がある。

次に，東京エレクトロンの資産の含み益への
課税であるが，適格株式交換の要件を満たせば，
これを避けることができる。米国では両社の統
合契約が開示されているところ，当該契約では，
適格株式交換の要件を満たすということが１つ
の重要なポイントになっていることが見受けら
れる。

⑷　ディスカッション
以上の報告を踏まえ，参加者の中で，Ｍ&Ａ

における税務コストへの対応の経験について議
論がなされ，例えば以下のような意見が述べら
れた。
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・買収の際に生じた費用を株式の取得価額
に含めるべきかについて税務調査の際に
議論になった。
・適格組織再編となるか否かが重要な論点
となり，当局に相談しながら進めた。

この点，加本氏によれば，買収費用について
は，連結会計上は費用に算入することになるが，
税務上は取得原価とするか損金とできるかにつ
いて曖昧な部分があり，大規模なＭ&Ａでは，
買収費用にはFAである投資銀行のアドバイザ
リーフィーなども含まれ，多額になりうること
から，税務上のリスクも大きくなりうるとのこ
とである。

また，パネリストの高原氏から，自己のＭ&
Ａの経験に基づいて，①繰越欠損金の利用や買
収スキームの税務コストを検討するために，会
社側でも税務に強いメンバーをプロジェクトメ
ンバーに入れるべきである，②国際的なＭ&Ａ
では，対象会社の所在国によって税制は変わる
ため，現地の専門家を適切に利用する必要があ
る，③Ｍ&Ａで売却される会社は繰越欠損金を
多く抱えている場合が多いため，現地に設立し
た会社を通じて買収した上連結納税を適用する
など，スキームを工夫する必要があるというア
ドバイスが述べられた。

３　Ｍ&Ａ後に生じる将来の課税コス
トへの対応

Ｍ&Ａの後に生じる課税コストへの対応とし
ては，対象会社の繰越欠損金の利用，対象会社
へのタックスヘイブン対策税制の適用及びＭ&
Ａの契約に基づく金銭の授受に対する課税とい
った点が問題となりうる。

⑴　対象会社の繰越欠損金の利用
①　繰越欠損金を利用するスキーム

対象会社の繰越欠損金の利用については，
Ｍ&Ａで頻繁に問題となる点であろう。

対象会社の繰越欠損金を利用する場合，典型
的に用いられるＭ&Ａのスキームとしては，株
式譲渡によって対象会社を完全子会社化した後，
対象会社と合併するというものである。

合併の場合，原則として，合併当事会社の有
する繰越欠損金は合併後は利用できない。

もっとも，適格合併の要件に加え，一定の要
件を満たせば，繰越欠損金の引継ぎは可能であ
る。完全子会社と合併する場合，適格合併の要
件を満たすことは多いが，それに加えて一定の
要件を満たさなければ繰越欠損金の引継ぎはで
きないことに留意が必要である。
②　Ｍ&Ａの契約書における対応

対象会社の繰越欠損金の利用について，Ｍ&
Ａの契約書で対応する場合，買主にとって２つ
の種類のリスクが存在するため，それぞれのリ
スクに応じて対応策を検討する必要がある。

まず，１つ目のリスクとしては，対象会社に
あると思っていた繰越欠損金が，実際には存在
しなかったというリスクである。この種類のリ
スクに対しては，表明保証で対応するのが適切
である。対象会社が繰越欠損金を有していると
いう事実を売主に表明保証させ，繰越欠損金が
存在しない場合には，表明保証違反として，売
主に補償を請求することになる。

２つ目のリスクとしては，対象会社が繰越欠
損金を有していることは事実であるものの，買
主がその繰越欠損金を利用できないというリス
クである。この種類のリスクについては，表明
保証で対応することはできない。なぜなら，繰
越欠損金が存在するということは真実であるか
らである。

対応する方法としては，特別補償又は価格調
整条項によることが考えられる。特別補償とは，
仮に買主が繰越欠損金を利用できなかった場合，
補償を行うことを売主に求めるものである。も
っとも，その場合，買主が補償によって受け取
った金銭に課税がされるおそれがある。

これに対し，価格調整条項は，対象会社の買
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収価格を，利用できなかった繰越欠損金の対価
に相当する分だけ調整するものであるが，単に
売買価格を調整するものであり，調整時点での
課税は生じないと考えられる。したがって，価
格調整条項の方が実務上使われやすい。

ここで，Ｍ&Ａの契約書における繰越欠損金
への対応に関するケーススタディとして，ヤフ
ー事件の事案（最判平成28年２月29日民集70巻
２号242頁）を考える。ヤフー事件では，ソフ
トバンク株式会社（以下，「ソフトバンク」と
いう）の連結子会社であるヤフー株式会社（以
下，「ヤフー」という）が，ソフトバンクから
その完全子会社であるソフトバンクIDCソリュ
ーションズ株式会社（以下，「IDCS」という）を
譲り受けた後，吸収合併したという事案である。

IDCSには，繰越欠損金が約540億円あり，こ
れをヤフーが吸収合併により利用できるかが争
点となった。結局，繰越欠損金の利用は否認さ
れることとなったが，このような繰越欠損金の
利用に関するリスクについて，当事者は契約書
でどのように対応していたのであろうか。この
点，加本氏によれば，当時公開されていたプレ
スリリースに基づけば，価格調整条項で対応が
されていたとのことである。しかし，加本氏に
よれば，この価格調整条項は，売主にとっては
問題がある。

すなわち，ヤフーによる繰越欠損金の利用が
否認されて更正処分がなされた場合，これを争
うことができるのはヤフーであって，売主では
ない。にもかかわらず，売主が更正処分による
追徴税額分の価格調整を要求されるのは不合理
である。また，租税回避の意図を契約書に書く
と，当局に目を付けられてしまうので，それは
避けるべきではないかとのことである。

⑵　タックスヘイブン対策税制の適用
海外企業の買収で問題となりうるのが，買収

対象企業へのタックスヘイブン対策税制である。
加本氏が関与した日本企業による英国企業の

買収案件では，当該英国企業がキプロスに法人
を持っていたため，キプロス法人がタックスヘ
イブン対策税制の適用対象になってしまうとい
う問題が生じたとのことである。

このような問題はデューデリジェンスにおい
て検討しておく問題ではあるが，注意すべきは，
これは日本の税法の問題だということである。
海外企業のデューデリジェンスの目的は，基本
的に現地の税法の遵守を確かめることにあるの
で，現地の専門家チームに担当させるのが基本
であるが，タックスヘイブン対策税制自体は日
本の制度なので，日本の税法の専門家による検
討が必要となってくる。通常，大手の国際的な
税理士法人ではそのような対応をしてくれるは
ずであるが，企業の側でも留意する必要がある。

なお，デューデリジェンスの結果，タックス
ヘイブン対策税制の適用対象となる会社が見つ
かった場合の対応であるが，Ｍ&Ａにおいて時
間的な制約がある中で，クロージングまでに当
該会社の処分を求めることは現実的ではなく，
買収後において対応を検討することが多いとの
ことである。

⑶　Ｍ&Ａの契約に基づく金銭の授受に 
対する課税
Ｍ&Ａの契約に基づいて支払われる金銭とし

ては，①売買代金，②いわゆるアーンアウト条
項に基づく支払及び③表明保証その他契約違反
の場合の補償金がある。

このうち，①については，売主において課税
対象となるということで問題がないであろう。
②のアーンアウト条項とは，買収後において対
象会社に利益が生じた場合に，追加的に売買代
金を支払うといった条項であるが，取得価格の
調整なのか，別個の損益取引なのかが問題となる。

また，③表明保証その他契約違反の場合の補
償金については，Ｍ&Ａの契約においては，損
害賠償金ではなく，売買価格の調整と定めるこ
とが多いと考えられる。しかしながら，当局は
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どこまでかかる規定を尊重してくれるのかとい
う問題があり，クロージングから損害賠償の時
期まで時間が経てば経つほど，売買価格の調整
と主張するのは難しくなるのではないかとのこ
とである。

⑷　ディスカッション
以上の議論を踏まえ，参加者及びパネリスト

の間で，ディスカッションが展開された。
岩品氏からは，繰越欠損金の利用に関する価

格調整条項について，ヤフー事件の第一審では，
組織再編の適格性を否認する根拠の１つとして
利用されており，留意すべきという指摘がなさ
れた。ただ，買主側としては，繰越欠損金につ
いて価格算定の基礎としている以上，価格調整
条項を契約書に定めるべきという指摘がなされた。

この点，加本氏からは，同様に価格調整条項
は記載すべきであるが，それは少なくとも取引
に事業上の目的があることを前提としているこ
とに注意すべきという意見が述べられた。例え
ば事業価値が10億円しかないのに，繰越欠損金
が300億円ある会社を買収するような場合，契
約書の文言以前の問題として，否認されてもお
かしくはない。

筆者の個人的見解

東京エレクトロンとアプライドマテリアルズ
の事例は，タックス・プランニングに積極的で
はない日本企業がコーポレート・インバージョ
ンを行おうとした比較的めずらしい事例であり，
タックス・プランニングに積極的な米国企業と
のＭ&Ａを契機として，これを実行することに
なったと考えられる。

本件は米国の独占禁止法上の問題を理由に経
営統合が実現しなかったようであるが，今後，
国際的なＭ&Ａが盛んになるに連れて，このよ
うに，日本企業が複雑なスキームを利用してタ
ックス・プランニングを行う事例も増えていく

であろう。
＊　　＊　　＊

また，将来の繰越欠損金の利用に関する価格
調整条項について，契約書に記載することの是
非が議論されたが，筆者は以下のように考える。

まず，一般的には，買主としては価格調整条
項を契約書に記載した方が有利であろう。ヤフ
ー事件においても第一審では価格調整条項の存
在を法人税法132条の２を適用すべき理由の１
つとして挙げていたが，控訴審及び上告審では，
同条を適用する上で価格調整条項の存在を理由
としていない。また，買主は仮に更正処分を受
けたとしても，価格調整条項に基づいて，売主
から填補を受けられるので，価格調整条項の調
整内容が適切であれば，買主には基本的には損
害は生じないであろう。

他方，加本氏の報告にもあったように，売主
にとっては，対象会社が更正処分を受けても争
うことができず，受け入れ難いであろう。もっ
とも，売主としては，そのような価格調整条項
を受け入れることで，繰越欠損金の利用価値を
考慮した売買価格で対象会社を売却できるので
あれば，そのような価格調整条項を受け入れて
でも，売却したほうが得策と考えることもある。
しかしながら，その場合，売主としては加本氏
の指摘のとおり，自ら当局の処分に対する訴訟
を起こすことはできないので，売主に訴訟への
関与を認めるなどの条項を求めるべきであろう。

なお，ヤフー事件では，買手であるヤフーは
売主であるソフトバンクの連結子会社であり，
ヤフーが更正処分を受けた場合，ソフトバンク
は親会社として，一定程度，その対応に関与で
きたと考えられる。そのような事情も考慮して，
本件では売主であるソフトバンクは価格調整条
項に応じたのかもしれない。

Ｍ&Ａにおいては，このように税務上の問題
について契約書での対応が必要となるケースも
多い。そのような場合，税務に精通した弁護士
のアドバイスを受けることが望ましいであろう。

Ⅲ
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